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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．「持分法を適用した場合の投資利益」は持分法を適用する重要な関連会社がないため金額の記載を省略して

おります。 

５．第56期より従業員数は契約社員を含めた就業人員数で記載しており、また子会社からの受入れ出向者を含ん

でおります。 

６．第58期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 
至平成18年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
３月１日 
至平成18年 
２月28日 

売上高（千円） 8,719,002 9,228,414 9,811,167 18,487,519 20,210,401 

経常利益（千円） 61,397 177,452 331,462 429,955 960,019 

中間（当期）純利益（△は損失） 

（千円） 
11,014 131,441 327,748 △1,640,896 690,473 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 

（発行済株式総数）（株） 

10,284,668 

(24,470,822) 

2,000,000 

(24,470,822) 

2,000,000 

(24,470,822) 

10,284,668 

(24,470,822) 

2,000,000 

(24,470,822) 

純資産額（千円） 4,327,923 2,828,944 3,754,577 2,658,845 3,461,229 

総資産額（千円） 15,048,307 11,804,478 11,202,521 12,496,575 12,256,400 

１株当たり純資産額（円） 177.07 115.80 153.75 108.81 141.72 

１株当たり中間（当期）純利益（△

は損失）（円） 
0.45 5.38 13.42 △67.14 28.26 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － 2.00 

自己資本比率（％） 28.8 24.0 33.5 21.3 28.2 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△523,446 240,027 △64,319 172,704 1,877,533 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
788,863 403,184 △304,623 1,383,281 597,907 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△1,585,535 △901,392 △1,196,982 △2,431,456 △2,073,342 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
2,210,730 2,397,197 1,491,550 2,655,378 3,057,477 

従業員数［外、平均臨時雇用者数］

（人） 

225 

[613] 

446 

[460] 

520 

[462] 

432 

[395] 

447 

[481] 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社、子会社１社、及びその他の関係会社１社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。なお、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） １．従業員数は、子会社からの受入れ出向者数399名を含んでおります。 

２．パートタイマーの当中間会計期間の平均人員数（１日８時間換算の月平均人数）を［ ］外数で記載して

おります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年８月31日現在

従業員数（人） 520[462]人 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国景気の減速感等の不安定要素はあるものの、企業

収益の拡大に伴う設備投資の増加や雇用環境の改善に支えられ、景気のゆるやかな拡大が続きました。当紳士服専

門店業界においても、個人消費回復の兆しはありますが、市場規模の拡大は見込めず、企業間の競争は激しさを増

し、厳しい環境にありました。 

 このようななか当社は、「業態革新」「ＣＳ改革」「会員戦略」を３本の柱とし、収益基盤の拡大と一層の財務

体質強化を目指して、以下の諸施策に取組んでまいりました。 

 商品面では、生地調達・生産ルートの見直し、プライベートブランドの強化、クイックレスポンス生産の拡大を

図りました。また品種別では、天候に影響されやすいカジュアル商品がやや苦戦しましたが、クールビズへの取組

み、ファッション雑誌での商品訴求を強化したことにより、スーツ、ドレスシャツ、ブルゾン等が好調に推移しま

した。 

 以上により、商品粗利益率は前年同期比で２.４ポイント改善しました。 

 営業面では、「小売業」から「お客様満足業」への転換を目指し、ＣＳ店舗調査、階層別研修を拡大実施しまし

た。また研修内容としても内部統制の観点を新たに取入れております。加えて固定客作りの為、引続き提携カード

やメール会員の獲得を推進しました。 

 店舗面では、主力業態の「ＴＡＫＡ：Ｑ」「ＭＡＬＥ＆Ｃｏ．」「ｓｅｍａｎｔｉｃｄｅｓｉｇｎ」に加え、

４０歳前後の男女のお出かけ着を提案する「ｍ.ｆ.ｅｄｉｔｏｒｉａｌ」、団塊世代の男性をメインターゲットと

した「Ｗｉｌｋｅｓ Ｂａｓｈｆｏｒｄ」を新規開発しました。これは少子高齢化、２００７年問題への対応及び

「まちづくり３法」の見直しによる大型ＳＣ開発規制を背景としたものであります。出店は合計で２０店舗をする

一方で、低効率店等６店舗を退店しました。この結果、当中間期末店舗数は１８６店舗（ビジネス型１３３店舗、

カジュアル型４２店舗、アラウンド ザ シューズ５店舗、エム エフ エディトリアル４店舗、ウィルクス バシュ

フォード２店舗）となっております。 

 利益面では、売上増、商品粗利益率及び物流コストの改善等により、出店等の販売費及び一般管理費の増加を吸

収しました。また引続き、有利子負債の返済により一層の財務体質の強化に努めました。 

 以上の結果、売上高は９８億１千１百万円（前年同期比６．３％増）、経常利益は３億３千１百万円（同８６．

８％増）、中間純利益は３億２千７百万円（同１４９．３％増）と増収増益となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物は、１４億９千１百万円と前期末残高に比べて、１５億６千５百万

円減少いたしました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、６千４百万円の支出（前年同期比３億４百万円の増加）となりました。

これは税引前中間純利益を３億７千３百万円、非資金的費用の減価償却費を１億４千５百万円計上しましたが、た

な卸資産が４億４千１百万円増加したこと、仕入債務が１億３千１百万円減少したこと等によるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、３億４百万円の支出（前年同期比７億７百万円の増加）となりました。

これは保証金・敷金が３億４百万円返還されましたが、新規出店等に伴う有形固定資産を３億６千９百万円取得

し、保証金・敷金を２億３０百万円差入れたこと等によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、１１億９千６百万円の支出（前年同期比２億９千５百万円の増加）とな

りました。これは主に有利子負債の圧縮を進め、短期・長期借入金を１１億１千３百万円返済したこと等によるも

のです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

区分別仕入状況 

 （注）１．重衣料の主なものはスーツ（オーダー含む）、ジャケット、スラックスです。 

２．中衣料の主なものはジャンパー、ショーツです。 

３．軽衣料の主なものはカットソー、シャツ（オーダー含む）、ネクタイです。 

４．その他衣料等はスカート等であり、店舗への商品配送の代行等に伴う仕入控除を含めております。 

５．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品販売実績 

区分別売上状況 

 （注）１．その他衣料等はスカートのほか、クレジットカード会員獲得に伴う手数料等であります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

区分別 

前中間会計期間 
（平成17年３月１日～平成17年８月31日）

当中間会計期間 
（平成18年３月１日～平成18年８月31日）

仕入高（千円） 仕入高（千円） 

重衣料 1,624,100 1,625,682 

中衣料 284,718 280,142 

軽衣料 2,505,597 2,838,816 

その他衣料等 △73,944 △77,282 

合計 4,340,471 4,667,359 

区分別 

前中間会計期間 
（平成17年３月１日～平成17年８月31日）

当中間会計期間 
（平成18年３月１日～平成18年８月31日）

売上高（千円） 売上高（千円） 

重衣料 3,546,120 3,786,503 

中衣料 510,387 540,134 

軽衣料 4,992,663 5,261,569 

その他衣料等 179,242 222,960 

合計 9,228,414 9,811,167 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の完了 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中でありました、設備の新設につきましては、平成１８年３月に

５店舗、同年４月に５店舗、同年５月に２店舗、同年６月に１店舗、同年７月に４店舗、同年８月に３店舗を出店

致しました。 

(2）重要な設備の新設 

 当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

事業所名 所在地 
増加 
売場面積
（㎡） 

予算金額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

今後の 
所要資金 
（千円） 

契約着工
年月 

開店予定
月 

備考 

around the shoes 

名古屋パルコ店  
愛知県名古屋市中区  (95.7) 29,553 － 29,553 平成18.9 平成18.9 ＳＣ等 

m.f.editorial 

イオン盛岡南店  
岩手県盛岡市  (330.0) 64,448 10,043 54,405 同上 同上 同上 

TAKA:Q 

イオン盛岡南店  
岩手県盛岡市 (221.1) 35,100 10,083 25,017 同上 同上 同上 

semanticdesign 

イオン成田店 
千葉県成田市 (148.5) 30,694 13,000 17,694 同上 同上 同上 

around the shoes 

町田店  
東京都町田市 (151.8) 22,200 － 22,200 同上 同上 路面店 

semanticdesign 

町田店 
東京都町田市  (79.2) 9,100 － 9,100 同上 同上 同上 

MALE&Co. 

イオン大日店  
大阪府守口市  (240.9) 31,270 － 31,270 同上 同上 ＳＣ等 

MALE&Co. 

イオン高崎店  
群馬県高崎市 (174.9) 29,620 600 29,020 平成18.10 平成18.10 同上 

m.f.editorial 

イオン札幌発寒店  
北海道札幌市西区 (270.6) 52,672 － 52,672 同上 同上 同上 

Wilkes Bashford 

イオン札幌発寒店  
北海道札幌市西区 (95.7) 15,693 － 15,693 同上 同上 同上 

semanticdesign 

イオン札幌発寒店  
北海道札幌市西区 (115.5) 18,954 － 18,954 同上 同上 同上 

TAKA:Q 

イオン佐賀大和店  
佐賀県佐賀市 (198.0) 8,000 － 8,000 同上 同上 同上 

semanticdesign 

金沢フォーラス店  
石川県金沢市 (135.3) 18,437 － 18,437 平成18.11 平成18.11 同上 

TAKA:Q 

さくらシティ日立店  
茨城県日立市 (287.1) 16,000 － 16,000 同上 同上 同上 

m.f.editorial 

ミュー武蔵村山店  
東京都武蔵村山市 (257.4) 59,280 － 59,280 同上 同上 同上 

semanticdesign 

ミュー武蔵村山店  
東京都武蔵村山市 (178.2) 35,640 － 35,640 同上 同上 同上 

m.f.editorial 

イオン神戸北店  
兵庫県神戸市北区 (118.8) 25,716 － 25,716 同上 同上 同上 

MALE&Co. 

イオン神戸北店 
兵庫県神戸市北区 (310.2) 58,230 － 58,230 同上 同上 同上 

 



 （注）１．予算金額には差入保証金、敷金を含んでおります。 

２．今後の所要資金723,129千円は自己資金により賄う予定であります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．増加売場面積欄の（ ）は賃借物件であります。 

(3）設備の除却 

 重要な設備の除却の予定はありません。 

事業所名 所在地 
増加 
売場面積
（㎡） 

予算金額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

今後の 
所要資金 
（千円） 

契約着工
年月 

開店予定
月 

備考 

MALE&Co. 

イオン八幡東店  
福岡県北九州市八幡東区 (330.0) 40,877 － 40,877 平成18.11 平成18.11 ＳＣ等 

semanticdesign 

イオン八幡東店  
福岡県北九州市八幡東区 (135.3) 17,664 － 17,664 同上 同上 同上 

semanticdesign 

リーファ大阪鶴見店  
大阪府大阪市鶴見区 (115.5) 23,100 － 23,100 同上 同上 同上 

MALE&Co. 

ゆめタウン佐賀店  
佐賀県佐賀市 (168.3) 28,000 － 28,000 平成18.12 平成18.12 同上 

m.f.editorial 

エアリ名取店  
宮城県名取市 (267.3) 56,854 － 56,854 平成19.2 平成19.2 同上 

semanticdesign 

エアリ名取店  
宮城県名取市 (148.5) 29,753 － 29,753 同上 同上 同上 

合計 －  (4,573.8) 756,855 33,726 723,129 － － － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 97,800,000 

計 97,800,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成18年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年11月９日） 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 24,470,822 24,470,822 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 24,470,822 24,470,822 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数  
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年３月１日～

平成18年８月31日  
－ 24,470,822 － 2,000,000 － － 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．株式会社エムツウは平成18年５月に株式会社ティー・エッチ・コーポレーションから社名変更したもので

あります。 

２．りそな信託銀行株式会社より、平成18年９月11日付の大量保有報告書の写しの送付があり、同日現在で

14,310百株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質

所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、りそな信託銀行株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

大量保有者     りそな信託銀行株式会社 

住所        東京都千代田区大手町１丁目１番２号 

保有株券等の数   株式 1,431,000株 

株券等保有割合   5.85％ 

  平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５番１号 61,080 24.96 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）  
東京都中央区晴海１丁目８番11号  25,010 10.22 

株式会社エムツウ 東京都港区西麻布４丁目17番４号 25,002 10.21 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴海

アイランドトリトンスクエアオフィスタワ

ーＺ棟） 

7,341 3.00 

タカキュー取引先持株会 東京都板橋区板橋３丁目９番７号 6,267 2.56 

バンク オブ ニューヨーク 

ジーシーエム クライアント 

アカウンツ イー アイエス

ジー  

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行カストデイ業

務部） 

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 5,485 2.24 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 4,815 1.96 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 3,455 1.41 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（証券投資信託口）  

東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタワー

Ｚ棟  

3,035 1.24 

財団法人高久国際奨学財団 東京都港区西麻布３丁目15番19号 2,500 1.02 

計 － 143,990 58.84 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 完全議決権株式（その他）には、証券保管振替機構名義の株式が195百株（議決権の数39個）含まれておりま

す。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 上記の株価については、東京証券取引所市場第一部における株価によっております。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      51,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  24,175,000 48,350 － 

単元未満株式 普通株式     244,322 － － 

発行済株式総数 24,470,822 － － 

総株主の議決権 － 48,350 － 

  平成18年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

株式会社タカキュー 

東京都板橋区板橋３

丁目９番７号 
51,500 － 51,500 0.2 

計 － 51,500 － 51,500 0.2 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 700 800 775 779 670 599 

最低（円） 530 660 575 590 511 547 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準 0.7％

売上高基準 1.6％

利益基準 3.9％

利益剰余金基準 0.9％



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   2,397,197   1,491,550 3,057,477   

受取手形   7,323   6,277 10,608   

売掛金   720,295   799,492 832,753   

たな卸資産   1,860,492   2,240,559 1,799,147   

その他   279,598   302,412 285,990   

流動資産合計     5,264,907 44.6 4,840,291 43.2   5,985,977 48.8

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１         

建物   366,597   441,915 373,577   

その他   342,371   426,563 342,346   

有形固定資産合
計 

  708,968   868,479 715,924   

無形固定資産   54,257   102,681 90,675   

投資その他の資
産 

          

投資有価証券   400,526   － －   

関係会社株式    －   563,761 531,401   

賃貸不動産 ※１ 77,108   47,309 60,537   

差入保証金 ※２ 1,783,247   1,411,746 1,586,126   

敷金 ※２ 3,750,570   3,596,249 3,549,612   

その他   350,990   350,540 340,493   

貸倒引当金   △586,098   △578,538 △604,348   

投資その他の資
産合計 

  5,776,344   5,391,068 5,463,823   

固定資産合計     6,539,570 55.4 6,362,229 56.8   6,270,423 51.2

資産合計     11,804,478 100.0 11,202,521 100.0   12,256,400 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形   1,474,829   1,596,890 1,942,014   

買掛金   757,813   979,272 765,207   

短期借入金 ※２ 4,529,160   2,065,469 3,069,971   

賞与引当金   95,000   125,000 88,000   

未払金    －   636,216 739,529   

その他 ※３ 740,713   416,922 447,788   

流動負債合計     7,597,516 64.3 5,819,771 52.0   7,052,511 57.6

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※２ 908,635   1,141,435 1,250,005   

退職給付引当金   33,101   33,101 33,101   

その他   436,280   453,636 459,553   

固定負債合計     1,378,016 11.7 1,628,172 14.5   1,742,659 14.2

負債合計     8,975,533 76.0 7,447,944 66.5   8,795,171 71.8

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,000,000 16.9 － －   2,000,000 16.3

 Ⅱ 資本剰余金           

 その他資本剰余
金 

  567,966   － 567,966   

 資本剰余金合計     567,966 4.8 － －   567,966 4.6

Ⅲ 利益剰余金           

中間（当期）未
処分利益 

  131,441   － 690,473   

利益剰余金合計     131,441 1.1 － －   690,473 5.6

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    135,534 1.2 － －   211,620 1.7

Ⅴ 自己株式     △5,998 △0.0 － －   △8,832 △0.0

資本合計     2,828,944 24.0 － －   3,461,229 28.2

負債資本合計     11,804,478 100.0 － －   12,256,400 100.0 

             

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）             

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  2,000,000 17.8  － － 

２ 資本剰余金            

(1）その他資本剰余
金 

  －   567,966   －   

資本剰余金合計    － －  567,966 5.1  － － 

３ 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   500,000   －   

(2）その他利益剰余
金 

              

繰越利益剰余金   －   469,374   －   

利益剰余金合計    － －  969,374 8.7  － － 

４ 自己株式    － －  △11,846 △0.1  － － 

株主資本合計    － －  3,525,494 31.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   － －  229,083 2.0  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  229,083 2.0  － － 

純資産合計    － －  3,754,577 33.5  － － 

負債純資産合計    － －  11,202,521 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   9,228,414 100.0 9,811,167 100.0   20,210,401 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,195,187 45.5 4,193,795 42.7   9,155,060 45.3

売上総利益     5,033,226 54.5 5,617,372 57.3   11,055,341 54.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    4,829,024 52.3 5,314,529 54.2   10,037,449 49.7

営業利益     204,201 2.2 302,843 3.1   1,017,891 5.0

Ⅳ 営業外収益 ※２   445,149 4.8 389,002 4.0   844,067 4.2

Ⅴ 営業外費用 ※３   471,898 5.1 360,382 3.7   901,938 4.4

経常利益     177,452 1.9 331,462 3.4   960,019 4.8

Ⅵ 特別利益 ※４   34,150 0.4 117,913 1.2   60,879 0.3

Ⅶ 特別損失 ※５   35,369 0.4 76,057 0.8   240,634 1.2

税引前中間（当
期）純利益 

    176,233 1.9 373,318 3.8   780,265 3.9

法人税、住民税及
び事業税 

    44,791 0.5 45,570 0.5   89,791 0.5

中間（当期）純利
益 

    131,441 1.4 327,748 3.3   690,473 3.4

前期繰越損失     7,716,701 －   7,716,701 

 減資による繰越損
失填補額 

    7,716,701 －   7,716,701 

中間（当期）未処
分利益 

    131,441 －   690,473 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分の項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 その他資本

剰余金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年２月28日 残高 

（千円） 
2,000,000 567,966 567,966 － 690,473 690,473 △8,832 3,249,608 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当（注）         △48,847 △48,847   △48,847 

利益準備金の積立（注）       500,000 △500,000 －   － 

中間純利益          327,748 327,748   327,748 

自己株式の取得             △3,441 △3,441 

自己株式の処分             427 427 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合

計 

（千円） 

－ － － 500,000 △221,099 278,900 △3,014 275,886 

平成18年８月31日 残高 

（千円） 
2,000,000 567,966 567,966 500,000 469,374 969,374 △11,846 3,525,494 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年２月28日 残高 

（千円） 
211,620 211,620 3,461,229 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）     △48,847 

利益準備金の積立（注）     － 

中間純利益     327,748 

自己株式の取得     △3,441 

自己株式の処分     427 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

17,462 17,462 17,462 

中間会計期間中の変動額合

計 

（千円） 

17,462 17,462 293,348 

平成18年８月31日 残高 

（千円） 
229,083 229,083 3,754,577 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税引前中間（当期）
純利益 

  176,233 373,318 780,265

２ 減価償却費   112,636 145,488 248,737

３ 減損損失    1,531 36,306 32,259

４ 貸倒引当金の増減額
（△は減少） 

  △3,061 △25,810 15,188

５ 賞与引当金の増加額   44,000 37,000 37,000

６ 厚生年金基金脱退損
失引当金の増加額 

  － － 112,000

７ 退職給付引当金の減
少額 

  △62,387 － △62,387

８ 賃貸借契約解約損   8,990 20,541 46,815

９ 固定資産売却益   － △9,954 △41,213

10 固定資産除却損   9,092 9,837 39,568

11 受取利息及び配当金   △2,733 △3,505 △2,955

12 支払利息   71,274 36,675 123,193

13 売上債権の増減額
（△は増加） 

  △7,783 37,592 △123,525

14 たな卸資産の増加額   △112,577 △441,412 △51,232

15 仕入債務の増減額
（△は減少） 

  24,015 △131,060 498,594

16 未払消費税等の減少
額 

  △45,732 △52,331 △8,758

17 その他   112,318 △7,435 319,775

小計   325,818 25,250 1,963,324

18 法人税等の支払額   △85,791 △89,570 △85,791

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  240,027 △64,319 1,877,533

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得
による支出 

  △178,926 △369,431 △274,971

２ 有形固定資産の売却
による収入 

  193,654 63,601 247,010

３ 無形固定資産の売却
による収入  

  － － 839

４ 投資有価証券の取得
による支出 

  △3,012 － △3,012

５ 関係会社株式の取得
による支出  

  － △3,011 △2,998

６ 貸付による支出   － － △20,000

７ 貸付金の回収による
収入 

  20,250 10,042 30,401

８ 保証金敷金の差入に
よる支出 

  △170,195 △230,278 △278,401

９ 保証金敷金の返還に
よる収入 

  609,226 304,534 1,023,335

10 その他の資産取得に
よる支出 

  △51,808 △66,284 △89,418

11 預り保証金の返還に
よる支出 

  △24,086 △19,000 △43,181

12 預り保証金の受入に
よる収入 

  5,348 1,700 5,348

13 利息及び配当金の受
取額 

  2,733 3,505 2,955

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  403,184 △304,623 597,907

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 短期借入による収入   400,000 － 1,210,000

２ 短期借入金の返済に
よる支出 

  △1,753,165 △1,004,502 △4,131,373

３ 長期借入による収入   558,000 － 1,558,000

４ 長期借入金の返済に
よる支出  

  △35,775 △108,570 △585,385

５ 自己株式の取得によ
る支出（純額） 

  △1,758 △3,014 △4,592

６ 利息の支払額   △68,693 △33,610 △119,991

７ 配当金の支払額   － △47,286 －

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △901,392 △1,196,982 △2,073,342

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（△は減少） 

  △258,180 △1,565,926 402,098

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,655,378 3,057,477 2,655,378

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  2,397,197 1,491,550 3,057,477

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法に

よっております。 

(1)有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法に

よっております。 

(1)有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法に

よっております。 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）によっており

ます。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）によってお

ります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）によっておりま

す。 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法に

よっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法に

よっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法に

よっております。 

 (2)たな卸資産 

商品 

個別法による原価法によっ

ております。 

(2)たな卸資産 

同左 

(2)たな卸資産 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法によっております。 

    

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 主要な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物      ３年～18年 

器具備品    ３年～８年 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

 (3)賃貸不動産 

 定率法を採用しております。 

 主要な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物      ６年～18年 

器具備品    ３年～８年 

(3)賃貸不動産 

 定率法を採用しております。 

 主要な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物      ６年～20年 

器具備品    ３年～６年 

(3)賃貸不動産 

 定率法を採用しております。 

 主要な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物      ６年～18年 

器具備品    ３年～８年 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

３．引当金の計上基準 

  

(1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

 ──────  (3)厚生年金基金脱退損失引当金 

 厚生年金基金を脱退するにあ

たって発生する損失に備えるた

め、一括掛け金の見込み額を計

上しております。 

(3)厚生年金基金脱退損失引当金 

 厚生年金基金を脱退するにあ

たって発生する損失に備えるた

め、一括掛け金の見込み額を計

上しております。 

(追加情報)  

 従来加入している東京メリ

ヤス卸商厚生年金基金の掛け

金については、拠出時の費用

として処理しておりました

が、当期において同基金から

脱退する意思決定を行ってお

り、これに伴い発生する脱退

時の一括掛け金の見込み額を

引当計上することとしまし

た。これにより、税引前当期

純利益が112,000千円少なく計

上されております。  

 (4)退職給付引当金  

 従業員の退職給付に備えるた

め、平成14年２月１日に改訂し

た退職金規程により算定した当

中間会計期間末における退職給

付債務に基づき計上しておりま

す。  

 当社は、従来採用していた適

格退職年金制度を平成14年１月

31日に廃止し、その時点におけ

る要支給額を将来の退職時に支

払うこととして退職金規程を平

成14年２月１日に改訂いたしま

した。このため、廃止日時点の

要支給額を基に退職給付債務を

算定しております。なお、退職

金規程改訂日以後の勤務に係る

報酬は、毎月の給与報酬により

精算する方法を採用しておりま

す。  

(4)退職給付引当金  

同左  

(4)退職給付引当金  

 従業員の退職給付に備えるた

め、平成14年２月１日に改訂し

た退職金規程により算定した当

事業年度末における退職給付債

務に基づき計上しております。  

 当社は、従来採用していた適

格退職年金制度を平成14年１月

31日に廃止し、その時点におけ

る要支給額を将来の退職時に支

払うこととして退職金規程を平

成14年２月１日に改訂いたしま

した。このため、廃止日時点の

要支給額を基に退職給付債務を

算定しております。なお、退職

金規程改訂日以後の勤務に係る

報酬は、毎月の給与報酬により

精算する方法を採用しておりま

す。  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

５．ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

特例処理を採用しておりま

す。 

────── ヘッジ会計の方法 

特例処理を採用しておりま

す。 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ取

引 

 ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段 金利スワップ取

引 

 ヘッジ対象 変動金利支払の

借入金 

 ヘッジ対象 変動金利支払の

借入金 

 ヘッジ方針 

当社は、ヘッジ対象の範囲内

で借入金の金利変動リスクを

ヘッジする手段として金利ス

ワップのみを利用することと

しております。 

 ヘッジ方針 

当社は、ヘッジ対象の範囲内

で借入金の金利変動リスクを

ヘッジする手段として金利ス

ワップのみを利用することと

しております。 

 ヘッジ有効性の評価の方法 

金利スワップの特例処理の要

件に該当するため、その判定

をもって有効性の判定に代え

ております。 

 ヘッジ有効性の評価の方法 

金利スワップの特例処理の要

件に該当するため、その判定

をもって有効性の判定に代え

ております。 

なお、当事業年度末において、金

利スワップ取引は解約しており、

借入金についても返済しておりま

す。  

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

────── 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、3,754,577千円であり

ます。 

 なお、当中間会計期間末における

中間貸借対照表の純資産の部につい

ては、中間財務諸表等規則の改正に

伴い、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

 

   

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

────── （中間貸借対照表）  

 「未払金」は前中間期まで、流動負債の「その他」に

含めて表示していましたが、当中間期末において資産の

総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間末の「未払金」の金額は466,974千円で

あります。  

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

外形標準課税 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会平成16

年２月13日）が公表されたことに伴

い、当中間会計期間から同実務対応

報告に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割15,000千円を販売費

及び一般管理費として処理しており

ます。  

────── 外形標準課税 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会平成16

年２月13日）が公表されたことに伴

い、当事業年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割

及び資本割34,944千円を販売費及び

一般管理費として処理しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

※１．有形固定資産及

び賃貸不動産の減

価償却累計額 

有形固定資産 2,830,511千円

賃貸不動産 1,729,710千円

有形固定資産 2,445,013千円

賃貸不動産 1,456,868千円

有形固定資産 2,610,590千円

賃貸不動産 1,459,475千円

※２．担保予約に供し

ている資産 

  4,460,852千円

（差入保証金 1,515,969） 

（敷金 2,944,882） 

対応債務   

短期借入金 4,529,160千円

長期借入金 908,635千円

 ─────  ───── 

※３．消費税等  仮払消費税等と仮受消費税等は相

殺して、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

同左 ───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１．過去１年間の売

上高 

   

 事業の性質上、

春夏にあたる上半

期については、単

価も売上高も低

く、売上高の比重

は下半期に高くな

ります。 

前年下半期 9,768,517千円

当上半期 9,228,414 

計 18,996,931 

前年下半期 10,981,987千円

当上半期 9,811,167 

計 20,793,154 

───── 

※２．営業外収益のう

ち重要なもの 

   

受取利息 357千円 551千円 565千円 

賃貸不動産収入 375,958 325,381 714,664 

※３．営業外費用のう

ち重要なもの 

   

支払利息 71,274千円 36,675千円 123,193千円 

賃貸不動産費用 358,040 281,689 663,345 

※４．特別利益のうち

重要なもの 

   

固定資産売却益 28,733千円 9,954千円 41,213千円 

貸倒引当金戻入

益 

3,061 25,810 3,561 

土地収用法によ

る補償益 

－ 73,509 － 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※５．特別損失のうち

重要なもの 

   

商品廃棄損   18,028千円   10,320千円   18,028千円 

賃貸借契約解約

に伴う損失金 

  13,353千円   20,541千円   46,815千円 

固定資産除却損   2,456千円 

（建物 1,436） 

（器具備品 1,020） 

  8,889千円 

（建物 2,681） 

（器具備品 6,208） 

  22,702千円 

（建物 14,148） 

（器具備品 8,553） 

（賃貸不動産 0） 

固定資産の減損

損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

         （単位：千円） 

 当社は、資産のグルーピングを営

業店舗・賃貸店舗については店舗

毎、保養所等については物件毎とし

ております。このうち賃貸店舗につ

いては、賃貸損益が継続して損失と

なる店舗を、それぞれの帳簿価額を

回収可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失（1,531千円）として特

別損失に計上いたしました。 

 なお、賃貸店舗に係る資産の回収

可能額は、主に使用価値により測定

し、割引率は５％を用いておりま

す。 

場所 用途 種類 減損損失 

賃貸店舗

(本庄店他

1転貸店

舗)  

店舗設備 
建物及び 

器具備品等  
1,531 

 計  1,531 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

         （単位：千円） 

 当社は、資産のグルーピングを営

業店舗・賃貸店舗については店舗

毎、保養所等については物件毎とし

ております。このうち営業店舗につ

いては、営業損益が継続して損失と

なる店舗を、それぞれの帳簿価額を

回収可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失（36,306千円）として特

別損失に計上いたしました。その内

訳は、建物17,511千円、その他

18,794千円であります。 

 なお、営業店舗に係る資産の回収

可能額は、主に使用価値により測定

し、割引率は５％を用いておりま

す。 

場所 用途 種類 減損損失 

営業店舗

(SD吉祥寺

パルコ店

他4営業店

舗)  

店舗設備 建物等  36,306 

 計  36,306 

当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。 

         （単位：千円）  

当社は、資産のグルーピングを営

業店舗・賃貸店舗については店舗

毎、保養所等については物件毎とし

ております。このうち、営業店舗・

賃貸店舗については、営業損益又は

賃貸損益が継続して損失となる店舗

を、それぞれの帳簿価額を回収可能

額まで減額し、当該減少額を減損損

失（32,259千円）として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建

物9,773千円、器具備品18,746千

円、その他2,207千円、賃貸不動産

1,531千円であります。  

 なお、営業店舗及び賃貸店舗に係

る資産の回収可能額は、主に使用価

値により測定し、割引率は５％を用

いております。 

場所 用途 種類 減損損失 

営業店舗

(meetsイ

オン三笠

店他3営業

店舗) 

店舗設備 
建物及び 

器具備品等  
30,727 

賃貸店舗

(本庄店他

1転貸店

舗)  

店舗設備 
建物及び 

器具備品等  
1,531 

  計  32,259 

 ６．減価償却実施額    

(1)有形固定資産 89,251千円 125,647千円 204,176千円 

(2)無形固定資産 3,938 4,572 7,880 

(3)賃貸不動産 12,644 6,146 23,001 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加5,254株は単元未満株式の買取り、減少671株は単元未満株式買増請求による

ものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当する事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

該当する事項はありません。  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 24,470,822 － － 24,470,822 

合計 24,470,822 － － 24,470,822 

自己株式     

普通株式 （注） 46,961 5,254 671 51,544 

合計 46,961 5,254 671 51,544 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月17日 

定時株主総会 
普通株式 48,847 2 平成18年２月28日 平成18年５月17日 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係     千円 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係     千円 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係         千円 

現金及び預金勘定 2,397,197

現金及び現金同等物 2,397,197

現金及び預金勘定 1,491,550

現金及び現金同等物 1,491,550

現金及び預金勘定 3,057,477

現金及び現金同等物 3,057,477



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．リース物件

の所有権が借

主に移転する

と認められる

もの以外のフ

ァイナンス・

リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額 

───── 
取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 
（その
他） 

1,226 121 1,104

合計 1,226 121 1,104

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固定
資産 
（器具備
品） 

600 20 580

合計 600 20 580

 ② 未経過リース料中間期末残高相当

額 

  

② 未経過リース料中間期末残高相当

額等  

未経過リース料中間期末残高相当

額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 ───── １年内 225千円

１年超 892 

合計 1,118 

１年内 108千円

１年超 473 

合計 582 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失 

 支払リース料 256千円

減価償却費相当

額 
237 

支払利息相当額 0 

支払リース料 116千円

減価償却費相当

額 
101 

支払利息相当額 25 

支払リース料 278千円

減価償却費相当

額 
257 

支払利息相当額 5 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーテ

ィング・リー

ス取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 51,120千円

１年超 7,800 

合計 58,920 

１年内 22,800千円

１年超 25,000 

合計 47,800 

１年内 42,680千円

１年超 32,500 

合計 75,180 

 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

（減損損失について） 

        同左  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成18年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成18年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成17年８月31日現在） 

 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用して処理しておりますので、該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成18年８月31日現在） 

 該当事項はありません。 

前事業年度末（平成18年２月28日現在） 

 期末残高がないため、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 持分法を適用する関連会社がないため記載を省略しております。 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 132,736 360,526 227,789 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 
40,000 

非上場株式 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 138,747 523,761 385,013 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 
40,000 

非上場株式 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 135,735 491,401 355,665 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 
40,000 

非上場株式 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり中間純利益又は当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

（重要な後発事象）  

該当事項はありません。  

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１株当たり純資産額 115円80銭 

１株当たり中間純利益 5円38銭 

１株当たり純資産額 153円75銭 

１株当たり中間純利益 13円42銭 

１株当たり純資産額 141円72銭 

１株当たり当期純利益 28円26銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

中間（当期）純利益（千円） 131,441 327,748 690,473 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
131,441 327,748 690,473 

期中平均株式数（株） 24,431,624 24,421,740 24,429,049 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

純資産の部の合計額（千円） － 3,754,577 － 

純資産の部の合計額から控除する金

額（千円）  
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（千円）  
－ 3,754,577 － 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（株） 

－ 24,419,278 － 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第57期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）平成18年５月17日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成１７年１１月２日

株式会社タカキュー   

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中野 眞一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 國井 泰成  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社タカキューの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第５７期事業年度の中間会計期間（平成１７年３

月１日から平成１７年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社タカキューの平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成１８年１１月８日

株式会社タカキュー   

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中野 眞一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 國井 泰成  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社タカキューの平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１８年３

月１日から平成１８年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社タカキューの平成１８年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

３月１日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2）その他

	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/34
	pageform2: 2/34
	form1: EDINET提出書類  2006/11/09 提出
	form2: 株式会社タカキュー(431106)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/34
	pageform4: 4/34
	pageform5: 5/34
	pageform6: 6/34
	pageform7: 7/34
	pageform8: 8/34
	pageform9: 9/34
	pageform10: 10/34
	pageform11: 11/34
	pageform12: 12/34
	pageform13: 13/34
	pageform14: 14/34
	pageform15: 15/34
	pageform16: 16/34
	pageform17: 17/34
	pageform18: 18/34
	pageform19: 19/34
	pageform20: 20/34
	pageform21: 21/34
	pageform22: 22/34
	pageform23: 23/34
	pageform24: 24/34
	pageform25: 25/34
	pageform26: 26/34
	pageform27: 27/34
	pageform28: 28/34
	pageform29: 29/34
	pageform30: 30/34
	pageform31: 31/34
	pageform32: 32/34
	pageform33: 33/34
	pageform34: 34/34


